
 
平成２２年度 事業原簿（ファクトシート） 

 
 

 
平成２２年 ４月１日作成 

平成２３年 ５月 現在 

制度・施策
名称 

海外炭の安定供給確保 

事業名称 
産炭国石炭開発・利用協力事業／ 
海外地質構造調査 

コード番号：Ｐ８０００５ 

推進部署 環境部 

事業概要 

民間企業のみではリスクの高い石炭の探鉱・開発等の活動の誘導を目的とし

て、ＮＥＤＯ自らが、産炭国政府関係機関と共同で、先行的な地質構造調査等の

基礎的調査を実施することにより、石炭の探鉱・開発を促し、我が国の石炭安定

供給の確保を図る。 

①日本ベトナム石炭共同探査（ファーライ・ドンチョウプロジェクト） 

平成２１年度に引き続き、ベトナム石炭鉱物産業グループ（ＶＩＮＡＣＯＭＩＮ）

と共同で、無煙炭の賦存が期待できるベトナムクアンニン省西部のファーライ・

ドンチョウ地域において、地表踏査、試錐調査等の現地調査を行うとともに、現

地調査の結果から地質解析を行い、調査地域の地質構造、石炭の賦存状況、石炭

品質、埋蔵炭量等を把握する。 

②日本インドネシア石炭共同探査（中央カリマンタンプロジェクト） 

平成２１年度実施した事前調査結果に基づき、同国エネルギー鉱物資源省と共

同で、地質構造、石炭の賦存状況、石炭品質、埋蔵炭量等を把握するための試錐

調査等の現地調査と地質解析を行う。 

③日本インドネシア石炭資源解析調査フォローアップ事業 

 平成１６～２０年度に実施した「インドネシア石炭資源解析調査」において、

同地に構築した石炭資源データベース及び解析評価システムを、我が国において

利便性を向上させた上で、利用可能とすることにより、我が国企業の活用を図る。

平成２２年度は、２年間の最終年度として構築したシステムの試験運用と成果の
取りまとめを行う。 

④プロジェクト選定事前調査（モンゴル南ゴビ地域） 

世界的にも有望な原料炭賦存のポテンシャルを有するモンゴル南ゴビ地域に

おいて、これまで調査が十分に行われていない地域を対象に地表調査等の事前調

査を行い、地質構造調査実施の可能性を探る。 

事業規模 

事業期間：昭和５７年度～                        
[百万円] 

S57～H21 年度
（総額実績）

H22 年度 
（実績） 

H23 年度 
（予定） 

合 計 

予算額 13,382 486 350 14,218

執行額 11,586 145 － 11,731

１．事業の必要性 

 本事業は石炭を巡る国際的な状況を踏まえつつ、これまで石炭賦存にかかる調査等が十分に

行われていなかった開発途上国等の地域において、民間企業のみではリスクの高い探鉱及び開



発等の活動の誘導を目的として、ＮＥＤＯ自らが、当該産炭国政府又は関係機関との共同によ

り、先行的な地質構造調査等の基礎的調査を実施するものであり、当該事業により、当該国・

地域における今後の石炭資源開発の可能性を国内外に示すことになり、今後の石炭の探鉱又は

開発を促し、我が国の石炭安定供給及び適正供給の確保を図ることにつながる。 

 

２． 事業の目標、指標、達成時期、情勢変化への対応 

①目標 

これまで石炭賦存に係る地質構造調査等が十分に行われていなかった国・地域において、

先行的な地質構造調査等の基礎的調査を実施し、地質構造や石炭賦存状況等の把握により、

石炭資源開発の可能性を把握する。 

②指標 

・石炭賦存の有無、把握した石炭の炭質、資源量等。 

・調査結果を基に開発に移行した件数。 

・開発に移行した炭鉱からの石炭生産量。 

・調査結果を基にした近隣地域での開発件数。 

③達成時期 

  未定 

④情勢変化への対応 

近時、中国、インド、東南アジア等を中心に石炭需要が増加するとともに、国際的な石炭価

格が高騰していることから、石炭供給に対する不安感が高まっている。  

今後、本事業により、対象国・地域における石炭賦存の有無及び賦存状況等の把握を通じ、

今後の石炭資源開発の可能性を国内外に示すことによる石炭の探鉱又は開発の促進を図るこ

とは、アジア地域を中心として今後益々石炭需要が増大する見込みの中、極めて重要であると

考えられることから、引き続き、効果的かつ効率的なプロジェクトの推進が必要である。 

３． 評価に関する事項 

①評価時期 

毎年度評価：毎年５月 

中間評価：平成２４年度 

②評価方法（外部ｏｒ内部評価、レビュー方法、評価類型、評価の公開方法） 

毎年度評価：内部評価 

（成果報告会等におけるユーザーアンケート等を踏まえ評価を行う。） 

中間評価 ：外部評価 

（プロジェクトごとの炭鉱開発状況、生産状況等の事業実施結果を踏まえた事業全体の評

価を行う。） 

 



平成２２年度 事業評価書 
 
 

作成日 平成２３年８月１日 

制度・施策名称 海外炭の安定供給確保 

事業名称 
産炭国石炭開発・利用協力事業 （海
外地質構造調査） 

コード番号：Ｐ８０００５ 

推進部署 環境部 

０．事業概要 

 海外における石炭資源開発を誘導するため、民間企業のみではリスクの高い開発途上国等に

おいて、ＮＥＤＯ自らが、相手国と共同で、地質構造調査等の基礎的調査を実施する。 

 平成２２年度は、以下の事業を実施した。 

 

①日本ベトナム石炭共同探査（ファーライ・ドンチョウプロジェクト） 

高品質の無煙炭の開発を促進するため、平成２１年５月に相手国石炭・鉱物産業グループ

（VINACOMIN）との間で調印したＭＯＵ及び平成２２年８月に調印した改訂ＭＯＵに基づき、

クアンニン炭田西部のドンチョウ地区を対象とする石炭資源調査を実施した。 

平成２２年度は、平成２１年度に続き、フェーズⅠとして、ファーライ地区・ドンチョウ

地区の既存地質データを収集・解析すると共に、ドンチョウ地区において試錐等を含む概査

を実施した。フェーズⅠ調査の結果、ドンチョウ地区西部には、採掘対象となる炭層が発達

していないことが把握された。今後、フェーズⅠの結果に基づいて外部評価を実施し、フェ

ーズⅡに移行するか否かを判断する。 

②日本インドネシア石炭共同探査（中央カリマンタンプロジェクト） 

  平成２１年度実施した事前調査の結果判明した、調査対象地域内に設定されている民間鉱

区の取扱いについて、エネルギー鉱物資源省他関係機関と調整を行った。しかし、調査実施

に当たっての調整が進展せず調査の実施には至らなかった。 

③日本インドネシア石炭資源解析調査フォローアップ事業 

２年間事業の最終年度として改善したシステムの試験運用を実施した。また、本事業終了

に対応し、成果のとりまとめを実施した。 

④プロジェクト選定事前調査（モンゴル南ゴビ地域） 

モンゴル南ゴビ地域の鉱区未設定エリアにおいて、海外地質構造調査実施の可能性を探

るため、既存データの解析、地表調査、衛星画像解析等の事前調査を実施し、本格調査実

施の可能性を有する結果を得た。 

 

１．必要性（社会・経済的意義、目的の妥当性） 

 石炭を巡る国際的な状況を踏まえつつ、開発途上国等、これまで石炭賦存にかかる地質構造

調査等が十分に行われていなかった地域において、民間企業のみではリスクの高い探鉱及び開

発等の活動の誘導を目的として、ＮＥＤＯ自らが、当該産炭国政府や関係機関との共同により

先行的な地質構造調査等の基礎的調査を実施して当該国・地域における石炭賦存の有無、賦存

状況等を把握すれば、当該国における石炭資源開発の可能性が示されることになる。それによ

り、今後の石炭の探鉱又は開発の促進、ひいては本事業の目的である我が国の石炭安定供給及

び適正供給の確保につながることから、社会・経済上の意義及び当該目的の妥当性を有すると

考えられる。 

 



２．効率性（事業計画、実施体制、費用対効果） 

①手段の適正性 

プロジェクトの選定に当たっては、これまで十分な石炭埋蔵量等の調査が行われていない

ものの、今後石炭の開発が相当程度期待される国としてモンゴルを新たに対象とするなど、

アジア地域を中心とした石炭に係る情勢を踏まえつつ、効果的な事業となるよう計画してき

ているところ。更に、具体的な事業の実施に当たっては、必要最小限の負担で効果が最大化

するよう、毎年度の調査結果を踏まえた上で、次年度以降の事業内容を立案する方法を行っ

ており、効果的かつ効率的な事業計画内容となっている。 

 

②効果とコストとの関係に関する分析 

平成２１年度までに実施した全ての事業（１２プロジェクト）で評価すると、全プロジェ

クトのうち、中国で実施した３プロジェクトが操業に移行しており、更にインドネシア等で

実施した４プロジェクトの開発が見込まれている。操業中の３プロジェクトの年間生産量合

計は約１，５５０万トン、開発見込の６プロジェクトの年間生産量見込みは８７０万トンで

あり、計約２，４２０万トンが、生産あるいは今後生産される見込みになっている。これは、

平成２２年（暦年）の日本の石炭輸入量（１．８５億トン）の約１３．１％に相当する規模

であり、また、操業中の３プロジェクトの年間生産量は、日本の中国からの石炭輸入量（平

成２２年（暦年） ６３０万トン）の約２．５倍に相当する規模である。 

平成２２年度フェーズ１調査が終了した日本ベトナム石炭共同探査（ファーライ・ドンチ

ョウプロジェクト）では、調査の結果、当該地域は炭層の賦存が急激に変化する特異な地質

状況であることが分かり、未調査エリアの地質構造を把握した。 

 

 

３．有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度） 

本事業は、民間企業のみでは取り組みがたい比較的リスクの高い国・地域において、相手国

政府等と共同で石炭地質構造等に関する基礎的な調査を実施するものであり、民間企業だけで

は取得が困難な地域の地質構造等のデータを得ることができ、将来民間企業が開発・投資する

上で、重要な情報源となる。また、開発途上国等において調査を行うことにより、当該国での

石炭開発が促進され、石炭生産量の拡大、ひいては日本への石炭供給安定化に寄与すると考え

られる。 

また、平成１６年度以降に開始したプロジェクトについては、相手国と締結する協定書（Ｍ

ＯＵ）の中に、本プロジェクトの対象地域において、石炭の開発がなされる等の際には、我が

国の国益につながるよう、他国に先駆けて日本企業が開発への参画を優先的に相手国と交渉す

ることが可能となる「日本の優先交渉権」を明記しており、日本企業による権益取得等の促進

を通じた日本への安定供給確保を図ることが可能な事業内容となっている。 

更に、事業結果が有望であった場合には、対象地域のみならず、近隣地域における石炭賦存

の可能性も高めるといった波及効果が期待される。 

平成２１年度の成果報告会におけるアンケート結果では、本事業の報告に関して事業者から

高い関心が示されている。 

 

 

 



４．優先度（事業に含まれる各テーマの中で、早い時期に、多く優先的に実施するか） 

２２年度の調査対象であるベトナムについては、我が国において鉄鋼製造原料として必要な

高品位無煙炭の一大輸出国であること、また、モンゴルについては、世界的に有望な良質原料

炭の賦存が把握されており、今後、その供給国となることが見込まれること等から、優先度が

高い国、案件を実施している。 

５．その他の観点（公平性等事業の性格に応じ追加） 

特記事項なし 

 

６． 総合評価 

① 総括 

 平成２２年度におけるプロジェクト対象国は、ベトナム、インドネシア（フォローアップ事

業）、であり、また、モンゴル（南ゴビ）において事前調査を実施した。ベトナム（ファーライ・

ドンチョウプロジェクト）においては、当該エリアに期待される有望炭層が賦存していないこ

とが確認され、今後、新たな石炭探査の必要性はないことが明らかとなった。モンゴルの事前

調査においては、炭徴を見出しており、今後の本格調査による石炭鉱床発見が期待される。 

 有望炭層が賦存していないことが明らかになったベトナムにおいても、炭徴を見出したモン

ゴルにおいても、我が国企業では取得が困難な地質データが得られた。このようなデータの蓄

積が有望石炭鉱床の発見に結びつき、当該国での石炭開発促進、日本への石炭供給安定化に寄

与することが期待される。 

 

②今後の展開 

中国、インド等アジア新興国の旺盛な石炭需要を背景に、我が国への石炭供給確保が益々困

難となっており、このため、我が国企業による炭鉱権益の確保等我が国自主開発比率の向上に

向けた取り組みが必要となっている。本事業はこの政策目標に沿ったものであり、今後、制度

の見直し等も含め更なる成果を上げるべく取り組んでゆく。 

 

 


